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はじめに 

2019年 10月 1日、2 度にわたり延期されていた消費税率の引き上げが実施された。 

今回の消費税率引き上げは、8％から 10％に税率が引き上げられると同時に、軽減税率制度やポ

イント還元制度、住宅ローン減税の期間延長など、さまざまな対策が行われている。こうしたな

か、消費税率引き上げ前には緩やかながらも一部で駆け込み需要が表れた一方で、引き上げ後の

反動減が懸念されている。 

そこで、帝国データバンクは、消費税率引き上げにともなう駆け込み需要と反動減に関する企

業の見解について調査を実施した。本調査は、TDB 景気動向調査 2019 年 10 月調査とともに行っ

た。 

 

※調査期間は 2019年 10月 17日～31日、調査対象は全国 2万 3,731社で、有効回答企業数は 1万

113 社（回答率 42.6％） 

※本調査における詳細データは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）に掲載している 
 

調査結果（要旨） 
 
1.駆け込み需要の状況について、『駆け込み需要が

あった』とする企業は 26.5％。他方、「駆け込み

需要はなかった」とする企業は 66.7％となった 

 

2.需要の反動減について、「ある」とする企業は

19.4％となった。一方で、「ない」とする企業は

55.3％であった。反動減が「ある」とする企業を

業界別にみると、『小売』が 53.9％で突出して高

かった 

 

3.『駆け込み需要があった』企業では、需要の反動

減について、「ある」が 49.4％と半数近くにのぼ

った。一方で、「ない」とする企業は 31.9％とな

り、駆け込み需要があった企業においても約 3 社に 1 社は、現時点では需要の反動は生じてい

ない様子もみられた 

  

特別企画 ： 駆け込み需要と反動減に関する企業の意識調査 

駆け込み需要、企業の 26.5％にとどまる 
～ 小売業においては、半数以上の企業で反動減が発生 ～ 

駆け込み需要

があった

26.5％

駆け込み需要は

なかった

66.7％

分からない

6.8％

注：母数は有効回答企業1万113社
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1. 駆け込み需要、企業の 4 社に 1 社にとどまる 

 

自社における消費税率引き上げ前の駆け込み需要の有無について尋ねたところ、『駆け込み需要

があった1』とする企業は、26.5％となった。また、駆け込み需要が生じた時期をみると、「2019 年

9 月頃から駆け込み需要があった」が 12.3％で最も高かった。他方、「駆け込み需要はなかった」

とする企業は 66.7％となった。 

『駆け込み需要があった』企業を業界別にみると、「家具類小売」や「家電・情報機器小売」な

どの『小売』が 58.7％で最も高かった。次いで、『卸売』（34.9％）、『運輸・倉庫』（27.8％）、『建

設』（27.1％）が続いた。 

特に、『小売』においては、「2019 年 9月頃から駆け込み需要があった」（28.3％）と「税率引き

上げ直前（1 週間前程度）に駆け込み需要があった」（22.7％）の合計が半数を超えており、消費

税率引き上げの 1カ月前から顕著に駆け込み需要が発生していた。また、『建設』においては、「建

築を前倒しで実施する顧客があったため、当社の受注も増加。前期（2019 年 7月期）の増収に貢

献」（信号装置工事、東京都）という声もあるように、2018 年 10 月頃から 2019 年 7 月頃にかけ

て、断続的に駆け込み需要が生じていた様子が浮き彫りとなった。一方、『農・林・水産』（13.5％）

など 10業界中 5業界が 1割台となっており、消費税率の引き上げに際して、恩恵を受けた業界と

そうでない業界との差が表れた。 

他方で、企業からは「これまでの消費税率との差が 2％なので、大きな買い物でなければ駆け込

み需要はなく、前回の引き上げのような変化は感じられなかった」（建築工事、徳島県）や「消費

税率 10％について、事前に取り組む方針を顧客に展開してきたので、駆け込み需要などなく計画

的に移行できた」（貸事務所、埼玉県）などといった声があがっていた。 

 

 

  

                                                 
1 『駆け込み需要があった』は、「2018年 10月頃から駆け込み需要があった」「2019年 1月頃から駆

け込み需要があった」「2019 年 4 月頃から駆け込み需要があった」「2019年 7月頃から駆け込み需要

があった」「2019年 9月頃から駆け込み需要があった」「税率引き上げ直前（1週間前程度）に駆け込

み需要があった」の合計 

消費税率引き上げに対する駆け込み需要の状況 ～業界別～ 
（構成比％、カッコ内社数）

2018年10月頃
から駆け込み需

要があった

2019年1月頃
から駆け込み
需要があった

2019年4月頃
から駆け込み
需要があった

2019年7月頃
から駆け込み
需要があった

2019年9月頃
から駆け込み
需要があった

税率引き上げ直
前（1週間前程
度）に駆け込み
需要があった

26.5 0.7 1.5 2.1 4.7 12.3 5.3 66.7 6.8 (10,113)

13.5 0.0 0.0 0.0 7.7 3.8 1.9 76.9 9.6 (52)

24.8 0.0 0.9 0.9 3.5 15.0 4.4 55.8 19.5 (113)

27.1 2.1 6.4 5.0 5.7 6.2 1.7 66.4 6.5 (1,556)

16.2 2.3 1.9 1.0 3.6 5.2 2.3 74.7 9.1 (308)

19.3 0.3 0.4 1.7 3.6 10.0 3.3 72.5 8.1 (2,849)

34.9 0.3 0.5 1.6 5.5 19.0 8.1 59.4 5.8 (2,764)

58.7 1.0 0.7 1.0 5.1 28.3 22.7 39.1 2.2 (414)

27.8 0.0 0.5 0.7 2.5 14.0 10.1 67.9 4.4 (436)

18.4 0.5 0.9 2.0 5.0 7.8 2.1 75.0 6.6 (1,585)

16.7 0.0 2.8 0.0 0.0 8.3 5.6 63.9 19.4 (36)
注1：網掛けは、全体以上を表す

注2：母数は有効回答企業1万113社

その他

不動産

製造

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

全体

農・林・水産

金融

建設

駆け込み需要
があった

駆け込み需要
はなかった

分からない （N）
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2-1. 企業の 55.3％で反動減はないと認識も、『小売』では半数以上の企業で発生 

 

消費税率引き上げ後における需要の反動減

について尋ねたところ、10月時点で「ある」と

する企業は 19.4％となった。一方で、「ない」

とする企業は、半数超の 55.3％であった。 

「反動減はある」とする企業を業界別にみる

と、『小売』が 53.9％で突出して高かった。次

いで、『卸売』（26.8％）、『運輸・倉庫』（20.2％）

が 2割台で続いた。上位 3業界以外は 1割台と

なっており、多くの業界で反動減はないと認識

している様子がうかがえた。また、規模別にみ

ると、「大企業」では 2 割を超える企業で「反

動減はある」と認識していた。 

 

 

2-2. 駆け込み需要があった企業においても 3 割超で反動はなし 

 

他方、『駆け込み需要があった』企業 2,683 社でみると、「反動減はある」は 49.4％となった。

一方で、「ない」とする企業は 31.9％となり、駆け込み需要があった企業においても約 3社に 1社

は、現時点では駆け込み需要による反動は生じていない様子がみられた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

『駆け込み需要があった』企業の需要の反動減の有無 

駆け込み需要

があった

26.5％

駆け込み需要は

なかった

66.7％

分からない

6.8％

反動減は

ある

49.4％
反動減は

ない

31.9％

分からない

18.6％【
駆
け
込
み
需
要
の
有
無
】

【
反
動
減
の
有
無
】

注1：左の円グラフの母数は有効回答企業1万113社

注2：右の円グラフの母数は『駆け込み需要があった』と回答した企業2,683社

需要の反動減の有無 ～規模別・業界別～ 
（構成比％、カッコ内社数）

反動減は
ある

反動減は
ない

分からな
い

（N）

19.4 55.3 25.2 (10,113)

22.2 52.1 25.7 (1,996)

18.7 56.1 25.1 (8,117)

うち小規模 17.5 56.4 26.1 (2,731)

13.5 57.7 28.8 (52)

18.6 51.3 30.1 (113)

12.7 61.1 26.2 (1,556)

13.3 58.4 28.2 (308)

15.3 55.6 29.1 (2,849)

26.8 49.3 23.9 (2,764)

53.9 29.0 17.1 (414)

20.2 58.3 21.6 (436)

13.1 65.4 21.5 (1,585)

11.1 58.3 30.6 (36)
注1：網掛けは、全体以上を表す

注2：母数は有効回答企業1万113社

サービス

その他

建設

不動産

製造

卸売

小売

運輸・倉庫

金融

全体

大企業

中小企業

農・林・水産
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企業からも「反動減については思いのほ

か生じていない。逆に人手不足感から引き

合いが増加している」（木造建築工事、栃木

県）や「消費税率が 10％の対象となる商品

は駆け込み需要がみられたが、軽減税率や

還元制度があるため現時点ではあまり影響

はない」（各種食料品小売、神奈川県）など

といった意見が聞かれた。 

また、駆け込み需要と反動減の両方に直

面した企業を業界別にみると、『小売』（72.0％）が最も高かった。次いで、『金融』（60.7％）が 6

割台、『卸売』（56.2％）などが 5割台で続いた。一方で、『建設』（28.0％）は、唯一 2割台にとど

まっており、駆け込み需要が生じていた上位の業界であっても需要の反動には差異がみられた。 

 

まとめ 

 

政府は、2019 年 10 月 1 日に消費税率を 8％から 10％に引き上げると同時に、消費税の軽減税

率や住宅ローン減税の期間延長などの制度をスタートさせた。 

本調査によると、『小売』を中心として、企業の 4社に 1社で駆け込み需要がみられた。一方で、

6割を超える企業で駆け込み需要は生じていないと認識していた。また、反動減においても半数以

上の企業で現時点における需要の反動はないとみており、軽減税率制度など政府が進める景気へ

の悪影響を抑制する各種軽減措置が奏功している様子もうかがえた。 

他方で、現時点では、需要の反動はみられていないが、「マイナスの影響は、ポイント還元制度

の終了後から顕著になると考えられる」（一般旅行、東京都）といった意見にもあるように、キャ

ッシュレス・ポイント還元事業などの需要平準化対策の終了後に反動減を危惧する声も聞かれた。 

これから季節消費の増加が見込まれる年末年始が控えるなかで、消費税率引き上げの影響がど

の程度及ぶのか注視する必要がある。また、政府には、一時的な需要平準化政策だけでなく、所得

増加など消費の基盤となる対策を継続的に打ち出すことが求められよう。 

 

 

『駆け込み需要があった』企業の 

「反動減がある」割合 ～業界別～ 

72.0
60.7 56.2

51.2 50.1
42.9 38.5 36.0

28.0

0
10
20
30
40
50
60
70
80

小売 金融 卸売 運輸・

倉庫

製造 農・林

・水産

サービス 不動産 建設

業界別

（％）



2019/11/26 

特別企画: 駆け込み需要と反動減に関する企業の意識調査 

  

 5 ©TEIKOKU DATABANK, LTD.  

【 内容に関する問い合わせ先 】 

株式会社帝国データバンク データソリューション企画部 産業データ分析課 

担当：池田 直紀、窪田 剛士  TEL 03-5775-3163 e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,731 社、有効回答企業 1 万 113 社、回答率 42.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

510 1,130
635 1,693
743 572

3,281 300
544 705

10,113

（2）業界（10業界51業種）

52 63
113 26

1,556 20
308 11

飲食料品・飼料製造業 313 33
繊維・繊維製品・服飾品製造業 103 70
建材・家具、窯業・土石製品製造業 226 134
パルプ・紙・紙加工品製造業 97 48
出版・印刷 183 9
化学品製造業 400 436
鉄鋼・非鉄・鉱業 494 46
機械製造業 466 11
電気機械製造業 314 14
輸送用機械・器具製造業 97 114
精密機械、医療機械・器具製造業 75 23
その他製造業 81 58
飲食料品卸売業 344 14
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 185 153
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 326 94
紙類・文具・書籍卸売業 91 437
化学品卸売業 262 61
再生資源卸売業 35 263
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 299 104
機械・器具卸売業 883 22
その他の卸売業 339 171

36
10,113

（3）規模

1,996 19.7%

8,117 80.3%

(2,731) (27.0%)

10,113 100.0%

(276) (2.7%)

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（2,849）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,764）

放送業

サービス

（1,585）

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（414）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計


